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高齢者全都共同行動申入書の「付属文書」（要請書）
コロナ禍の中、私たちの要請に話合いの場を持っていただき大変感謝しております。

　 本文書は、「高齢者全都共同行動」のため作成された別紙に「要請書」の中から重点的な
ものを整理し、瑞穂町独自の要求を盛り込んだものです。
　尚、要請書対し10月29日（金）までに下記の項目に沿って文書でご回答下さることを
お願いします。
１.
後期高齢者医療制度に関すること

① 75歳以上の高齢者の医療費窓口負担を無料化するには、いくらの予算が必要ですか。

その金額は、令和３年度一般会計予算の何％にあたりますか？
回答
令和２年度一部負担金（3億1,584万円/令和３年度一般会計予算額（144億700万円））
　　＝2.19％
② 保険料の特例軽減措置の廃止は該当者に重大な影響を与えています。　国へ実施を見合わせるよう意見を上げて下さい。また、令和2年度の結果（該当人数と影響額）と令和３年度の該当人数お示し下さい。
　回答
　　現役世代への負担を鑑み、見合わせるよう意見を上げる予定はありません。
　　令和２年度該当人数（影響額）　818人　27,957,604円
　　令和３年度該当人数　　　　　　869人
③ 後期高齢者医療制度の窓口本人負担が、来年10月から1割から2割に実施することが国会で決まりました。　受診控えと受診遅れによる重篤化が心配されます。
住民の命と健康を守る自治体として、制度の見直しを国に要請してください。
　回答
現役世代への負担を鑑み、要請する予定はありません。
２.　国民健康保険について
コロナ禍の中、令和３年度の保険税が据え置かれたことに大変感謝しています。
① 令和２年度の滞納世帯数をお示し下さい。（前年度比での変化）

回答
令和２年度滞納世帯数　８３４世帯（前年度比１２６世帯減）
② 令和３年度10月保険証が更新されました。短期証（３ヶ月証・６ヶ月証）、資格証の発行数状況を（前年比の増減）と資格証への対応策をお示し下さい。
　回答
令和３年１０月：短期証　３か月２１７世帯、前年比３５世帯増

６か月　７３世帯、前年比６９世帯増
　　　　　　　　　　　資格証　　　　　２４世帯、前年比　４世帯減
　　　資格証への対応：特別な事情が無く国民健康保険税の未納額が一定以上ある世帯が対象。
　　　　　　　　　　　世帯員の年齢や、医療機関への受診状況を確認。
　　　　　　　　　　　「特別の事情に関する届出」、「弁明書」の内容を認定審査会で確認
し、交付の有無を判断しています。
③ 厚労省は、「子育て世帯の負担軽減」を進めるとして「均等割」部分の５割を未就学児に限り公費で軽減する方針を決めました。　町でも多子世帯の子どもの均等割額の軽減を実施して下さい。（東大和市、清瀬市、昭島市、あきる野市、武藏村山市、武蔵野市）
　回答
現在、実施の予定はありません。
  ３.　保健・医療、地域医療改善について
① 令和２年度の特定健康診査受診率の結果と、令和３年度の健康づくりに向けた改善策などをお示し下さい。
　回答
　令和２年度の特定健康診査の受診率（速報値）は、４６．９％です。
　　令和３年度の健康づくりに向けた主な方策は、次のとおりです。
  ○　特定健康診査等について
　　　　・　公立福生病院での特定健康診査及び後期高齢者健康診査と肺がん検診を同日受診
　　　　　可能としています

・  町内指定医療機関で実施する健康診査は、大腸がん検診、肝炎ウイルス検診も同時に受診できます。

　　　　・　保健センターなどで実施する集団健診の全ての日程で、胃がん・肺がん検診と
　　　　　同日受診可能としています。

  ○　その他
　 ・　新型コロナウイルス感染症の拡大により、慢性腎臓病予防講演会、脂質異常症予防講演会などの開催機会を設定しづらい状況ですが、これらの講演会を定員制で開催しています。また、随時、保健師や管理栄養士による相談に応じたり、健診結果個別相談会を案内したりするなどに努めています。
② 23区には保健所があるのに、多摩地域では、八王子市、町田市を除く26市には3～8自治体に1か所の保健所しかありません。そのため、感染爆発の中で保健所の機能が行き届かなくなり、的確な対応ができませんでした。西多摩地域に少なくとも1か所以上の保健所を復活するよう東京都に申し入れて下さい。
　回答
令和３年に生じた感染拡大期には、療養支援に課題が浮き彫りとなったことを受け、東京都単位で、医師会、助産師会が保健所業務を支え、また、市町村も感染症法に基づく連携規定により保健所の業務、療養支援に協力しているところです。
　　今後の国、東京都における議論の動向によって、近隣市町村と協調してまいります。
③ 町でも年々７０歳以上の加齢性難聴者が増加しています。　認知症リスクを防止する意味でも次の事を検討して下さい。
　（イ）コミセンや保健センターで聴力検査の取り組みをして下さい。（希望者）
　回答
　　現時点では、検討する考えはありません。
　（ロ）補聴器購入助成制度を検討して下さい。

　回答
町では中等度の難聴児に対し、補聴器購入費の助成を行っています。しかし、加齢に応じた多機能・高性能な補聴器は、とても高額なものもあり、購入費用ほか、一人ひとりの症状や耳の形状に合わせた調整が必要であると認識しています。現在、町で補助を行う考えはありません。
④ 公立福生病院
（イ）令和３年度の診療科目別の常勤医師と看護師の充足状況をお示し下さい。
　回答
　　○  令和３年１０月１日現在の常勤医師数は６３人です。
　　　　　　内科１０人、循環器内科５人、腎臓内科２人、小児科２人、外科８人、整形外科６人、脳神経外科４人、腎臓外科１人、皮膚科３人、泌尿器科３人、精神科１人、
産婦人科４人、眼科４人、リハビリテーション科１人、麻酔科４人、放射線科２人、病理診断科１人、歯科口腔外科２人

　　　　　○　令和３年１０月１日現在の常勤看護職員数は２６２人です。
　　　　　　助産師９人、看護師２４８人、准看護師５人
　　　　　　病院として看護師は充足しています。

（ロ）令和２年度の救急医療受け入れ状況、現在の「地域包括ケア病棟」入院患者数を
お示し下さい。
　　　　回答
　○  令和２年度の救急診療患者数は、９，４２７人で、そのうち瑞穂町の住民の方は、９７７人です。
   ○  東京都の新型コロナウイルス感染症対応病床増床の要請を受け、令和３年５月１日から当該病棟は当面、閉鎖されています。
４.　介護保険

① 第８期介護保険制度：保険料が据え置かれた事に大変感謝しています。
国の指針に基づき、現在の取り組み状況などをお示し下さい。
　回答
瑞穂町第８期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画は、「つながり、ささえあい、
安心して健康に暮らせるまち　みずほ」を基本理念とした令和３年度から３年間の計画です。超少子高齢社会を迎え、瑞穂町の高齢化率は２９パーセントを超え、今後も上昇の見込みです。また、新型コロナウイルス感染症は、現在の生活に大きな影響を与えています。
国の指針では、第８期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（以下「第８期計画」という）は、「地域共生社会の実現と２０４０年への備え」を目指し進めていく計画と位置付けられています。そのための介護保険制度改革の３本柱が「１　介護予防・地域づくりの推進　～健康寿命の延伸～／「共生」・「予防」を両輪とする認知症施策の総合的推進」、「２　地域包括ケアシステムの推進　～地域特性等に応じた介護基盤整備・質の高いケアマネジメント～」、「３　介護現場の革新　～人材の確保・生産性の向上～」となっています。この３本柱は、それぞれが独立しているわけではなく、連携して推進していくことが必要です。

瑞穂町第８期計画の重点施策として、国の指針等に基づき「介護予防・生活支援の推進、高齢者支援センター（地域包括支援センター）の機能強化、災害や感染症対策に係る体制整備、認知症にやさしい社会の実現、介護サービスの基盤整備・介護人材の確保」の５つを掲げ、高齢者が住み慣れた地域で、心豊かに安心して暮らし続けることができるよう、取り組んでいきます。
② 国の公的制度「特別障害者手当」は、要介護４、５でも受け取れる可能性があります。
現在の受給者と在宅で家族介護の対象者数をお示し下さい。
　回答
受給者 ４５名（うち要介護認定者 ９名）　【令和３年７月末現在】
要介護４及び要介護５の認定者数 ３０２名（うち在宅介護 １８８名）
【令和３年７月末現在】
５.　保育・子育て・児童福祉
① 令和元年度より「保育の無償化」がスタートしました。少子化対策・保護者の負担軽減の視点で副食費4500円への助成を検討して下さい。
　回答
副食費については、現在助成の予定はありません。
② 少子化対策、施策の先取りの視点で、義務教育子ども医療費の完全無料化を実現させて下さい。
回答
義務教育就学児医療費助成の完全無料化について、現在のところ予定はありません。
2 コロナ禍の中でも、2,000名以上の子ども達が近隣市の児童館を利用しています。　町の西側地区に、子ども達がいつでも利用できる児童館の建設を検討して下さい。
回答
近隣市の児童館では、新型コロナウイルス感染防止対策のため、市外在住の子ども達の利用が制限され、町の子ども達の利用が大幅に減っているという情報を得ています。町の児童館では、子ども達の居場所づくりのため、感染防止策を徹底し、制限を設けずに全ての子ども達を受け入れています。
費用と年月のかかる新たな児童館の建設については、町全体の事業の優先順位、財源確保等の観点から非常に困難であるため、引き続き移動児童館事業を充実させながら、機能と役割に重点を置いた施策を展開していきます。
６.　教育
① 貧困と格差から子ども達を守るため、学校給食費第2子以降無料にするなど、父母負担の軽減に取り組んで下さい。
　　回答
学校給食は食材費以外の施設運営に関する費用全てを町で負担しています。安定的で栄養に偏りのない給食の提供には保護者の応分の負担が必要であると考え、現在のところ第２子以降無料にする考えはありません。

② 就学援助の申請数、受給者数の過去３年間の推移をお示し下さい。（30年～令和２年度）

　また、令和３年度の入学準備金3月支給見込みの内容についてお示し下さい。
（対象児童・生徒数、補助金単価、支給時期など）
回答
◆就学援助の申請数、受給者数の過去３年間の推移（平成２９年度～令和２年度）
平成３０年度…申請数：３９６件、受給者数：４３７人

令和元年度　…申請数：４０７件、受給者数：３８６人

令和２年度　…申請数：３６７件、受給者数：３９７人

◆令和４年度の入学準備金３月支給見込みの内容
対象児童・生徒数…新小学１年生：約２４２人（内、認定見込み者数４０人）

新中学１年生：約２３９人（内、認定見込み者数４０人）

補助金単価…………新小学１年生：５１，０６０円、新中学１年生：６０，０００円

支給時期……………令和４年３月中旬

③ 保護者の負担軽減のために、卒業アルバムへの補助を検討して下さい。
回答
町では就学援助費は国の基準に基づき支給しており、卒業アルバムは対象となっていないため、現在町独自で補助を行う考えはありません。

７.　その他
① 住宅リフォーム助成制度の復活を検討して下さい。
回答
住宅改修補助制度はリーマンショック後の不況対策が目的でしたが、経済状況が改善したことや申請件数の減少に伴い平成２８年度に終了しました。今後については経済状況や動向を注視し判断していきます。

　以上
3

